
2C4 JOIS 科学技術文献データベースを 用いた 

企業研究開発動向の 分析 

0 曽根 由紀子，飯島 邦男 ( 日本科学技術情報センタ 一 ) 

    はじめに 

研究開発の動向、 成果を文献データベースを 用いて分析する 手法は今までにも 

いくつかの例が 見られる。 それらの多くはあ る特定の主題に 関してどのような 研 

究 をどこで行っているかと 言うような主題を 中心とした開発動向分析のスタイル 
が 一般的であ る。 また、 データベースを 提供するオンラインシステムのいくつか 
には、 システム機能の 一つとして、 検索結果の国別シェア、 著者別件数 T O P l 

0 等の統計処理が 可能になっているものもあ るが、 対象とするデータベースの 主 

題 範囲は限られたものであ ることが多い。 

ここでは、 J 0 I S ( J I C S T オンライン情報システム ) が提供する科学技 
術 全般に関する 文献情報データベース「 J I C S T 科学技術文献ファイル ( 以下 

J I C S T ファイルという ) 」 を用いて、 日本の主要企業がどのような 分野の研 

究や技術開発を、 どのような企業、 機関と共同しながら、 どのような研究者が 行 

っているかを 分析する手法について 紹介する。 

2 . J I C S T ファイルの概要 表 l . J I C S T ファイル対象分野と 内訳 

J  I  C S T ファイルは、 日本科学技術 情 A. 科学技術一般領域 1.3% 
報 センター ( J I C S T ) が作成・提供す B . 物理学 7. 1 

る 文献ファイルで、 J I C S T が収集した C. 基礎化学 4.6 
D. 宇宙・地球の 科学 2. 1 

主要 5 0 条 か 国の逐次刊行物、 技術レポー E. 生物科学 9. 7 

ト 、 会議資料などに 掲載された、 科学的・ F. 農林水産 7. 9 
G. 医学 12. 4 

技術的に優れた 文献、 年間約 6 2 万件を収 H. 工学一般領域 2.2 
録している。 この内、 日本国内で発行され 1 . システム・制御工学 1.6 

た 文献は年間約 1 7 万件で上記資料の 他、 J . 情報工学 6. 4 
K. 経営工学 2. 4 

国や地方自治体、 またはそれに 準ずる機関、 L. ェネ 、 ルギー工学 0 ． 3 

公益法人などが 作成する研究報告、 調査 報 M. 原子力工学 1. 2 

N. 電気工学 8. 0 
告なども含まれる。 P. 熱 工学・応用熱力学 1.9 

対象分野とその 内訳を大分類で 表すと 表 Q. 機械工学 4.9 

1 のようになる。 なお、 J I C S T ファイ 
R, 建設工学 8. 0 

S . 環境工学 3. 8 
ルで 使用している 分類コードは、 「 J I C T. 運輸交通工学 0.9 
S T 科学技術分類表」 に基づいて付与され U. 鉱山工学 O. 5 

W. 金属工学 5. 2 
ている。 X. 化学工学 Ⅰ．Ⅰ 

例 ) 分類項目 セラミ ック材料試験 Y. 化学工業 6.5 
分類コー ド H B 0 4 0 0 0 M Z. その他の工業 O.5 

( 内 択は国内文献 ) 
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3 . J 0 I S による対象記事の 抽出と分析項目 
今回分析対象にした 民間企業 1 5 0 社は、 過去 1 0 年間に J I C S T ファイル 

に 団体著者名または 著者所属機関 名 として収録された 企業のうち、 累積件数の上 

位のものについて 業種の片寄りの 無いように選定した。 ( 2 1 業種 ) J I C S T 

ファイルは 9 1 年度 ( 9 1 年 4 月～ 9 2 年 3 月 ) を対象とした。 

J 0 I S の検索にあ たっては、 企業名称の異表記形を 考慮し、 かっノイズが 発 

生しないよう 検索式を工夫した。 J 0 I S の検索結果は 以下のような 項目が出力 

できるが、 これらの 内 、 「 J I C S T 分類コード」、 「著者名」、 「著者所属 機 

関 」 を主な分析対象として 使用した。 これらは 1 記事にそれぞれ 複数個あ るため、 

1 5 0 社の検索結果から 上記 3 項目の組み合わせによる 異なり毎に 1 レコードと 

して抽出し、 データベースソフ トを利用して 分析した。 1 5 0 社の検索出力記事 

数は 3 8 、 4 4 7 件、 抽出レコード 数は約 1 5 3 、 0 0 0 件であ った。 J I C S 

T 分類は第 2 階層 ( 1 5 4 分類 ) を対象にした。 

J 0 I S 検索結果の回答出力のフォーマッ トは図 1 の通り。 

図 l . J 0 I S 回答書出力 フ オーマット 

井 回答番号 J I C S T@ C O P Y R I GHT 
CN  整理番号、 記事番号 
T I  和文・和訳標題 
E T  英文・英訳標題 
O T  原文標題 
AU  著者名 く 個人著者名または 団体著者名 > ( 著者所属機関君 ) ; 著者名 

く個人著者名または 団体著者名 > ( 著者所属機関君 )       
J N  J I C S T 資料番号、 CODEN, I S SN 、 I S BN 、 資料名 
RP  レポート番号 
VN  巻 、 号、 ぺージ、 発行年 

C 0  会議 名 ( 国次 ) 開催地 
C I ( 資料種類 ) ( 記事区分 ) ( 言語 ) ( 発行国 )  ( 与国数、 表数、 参考文献 数 ) 
AB  抄録 
C C  J I C S T 分類コード 
KW  キーアⅡⅠ       

F T  [ 準 ディスクリプ タ ] 
SW  物質索引語 ( 目礼 辞 番号 )           

4 . 研究分野の分析 
( 1 ) 研究分野関連 図 ( 図 2 ) による分析 

1 文献にけ与される 分類コードはその 文献の主題内容が 複数分野にわたる 場合、 

対応して複数個付与されることになる。 索引作業マニュアルでは、 索引作業者が 

主題の重みを 判断し、 記入順序を決定することになっている。 このことから、 第 

1 番目の分類を 主分類、 第 2 番目以降の分類を 副分類と位置づけ、 士分類と副 分 

類の リンク関係を 含めた分野の 関連を図で表すことを 試みた。 ここでは対象文献 

を原著論文に 限定するため、 検索文献記事の 内、 記事 ( 区分 ) が 「論文」 ( A 1 )   

「短 軸 ] ( A 2 ) であ る文献だけを 抽出し、 レビュー記事、 解説記事等は 除いた。 

図は最大件数分野を 中心月とし、 それを囲む同心円上に 2 位以下の分野の 円を中 

小円との件数此の 半径で表示する。 士分類、 副分類の関連は 分野間矢印綿 ( 副 っ 
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主 ) で表示する。 リンクの数 

の多少により 線種を実線、 点 

線、 非表示に分けている。 表 

示 円の M A X 数 、 線種のしき 
図 2  分野関連 図 の 例 

精
錬
 

 
 

 
 

Ⅰ
 
8
 

!
 
造
 

 
 

炉
，
 

原
子
 

る
に
い
数
 

年
れ
ク
 
税
関
「
 っ
 

あ
数
て
件
業
そ
ッ
 

の
の
 か
 

で
件
し
 
剛
介
と
り
来
そ
大
向
 

能
、
と
 
野
、
 
較
ト
出
 
と
最
が
 

百
案
 
さ
 分
が
比
 
マ
 永
野
。
数
卵
 

東
金
き
の
い
数
を
表
外
 

い
 伸
夫
 

設
 の
 一
、
は
 
分
間
 
ら
 申
を
か
」
 

定
半
 
完
全
通
好
の
ず
 

心
捉
ら
分
 

変
は
大
間
な
仲
達
九
発
 

揚
 、
 
に
 

は
 径
の
業
さ
の
関
一
冊
え
は
 

野
 

0
 円
 ず
 め
に
克
好
よ
に
城
国
内
 

恒
心
 
ら
た
較
 
所
分
に
的
 

領
 の
 心
 

い
中
 
よ
る
比
の
ら
 

ス
覚
 
達
こ
 
中
 
ている、 いない、 によって 「 

中心 月 」 分野 二 「中心」 分野 

であ るのか、 「中心」分野は 他の周辺の円にあ るのかが推測可能となる。 また、 

この図は、 1 企業について 経年でその研究分野の 推移を見たり、 同業他社との 特 

徴 点を明確化するなどに 適用できる。 経年変化については、 企業毎に過去 3 年間 

の中心月分野だけの 比較を行った 結果でも、 1 5 0 社中 6 5 社 ( 4 3 % ) の企業 

で 分野の変化が 見られ、 分野関連国全体の 経年比較の場合にはより 一層変化の姿 

が明瞭になる。 

( 2 ) 解説論文記事の 分野関連 図 との比較 

( 1 ) の手法を用いて 対象文献記事に、 解説記事、 文献レビュー 記事を選択し 、 

同一企業、 同一年の研究論文の「分野関連 図 」 と比較した。 中心分野が研究論文 

と異なる企業は 1 5 0 社中 7 5 社 ( 5 0 % ) であ った。 その企業の主要製品 ( 事 

案 分野 ) と 研究論文の中心分野、 解説記事の中心分野を 比較したところ、 解説記 

事の中心分野の 方がその企業の 主力製品 ( 事業 ) により近い分野であ ると言え、 

換言すれば、 解説記事は、 よりその企業の「製品 口 」 に近く、 それに対して 研究論 

文は「開発」 に近いと言 う ことが出来る。 ( 表 2 ) また、 同一年の研究論文の 中 

小分野とは異なるが、 前年、 前々年の研究論文の 中心分野とは 同じであ るものが 

1 3 社あ った。 このことから、 解説記事は「既存分野」 を対象とし、 それに対し 

て 研究論文は 「新規開拓分野」であ るという事が 出来よう。 ( 1 ) の研究分野の 

分野分析にあ たって、 解説記事、 レビュー記事を 除いたのは以上の 理由による。 
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表 ， 主要研究分野の 推移 。 繊維業種 ) 

5 . 共同研究機関の 分析 

論文を共同執筆している 場合、 その論文の多くは 共同研究の成果物と 見為すこ 

とが出来る。 共同研究にも 多様な種類、 パターンが考えられるが、 大きく分けて 

同一組織内 か 異なる組織かに 分けられ、 検索対象企業以外の 機関が著者所属機関 
として出力されている 時、 この機関を 「共著機関」 として抽出し、 検索対象企業 

毎に集計し共同研究のパートナーとしてどのような 機関が選ばれているかについ 
て 分析することとした。 著者所属機関の 表記は J T C S T ファイル中であ る程度 

統一的な処理が 施されているとは 言え、 企業名称の変更、 事業組織の変更、 英文 

表記の不統一などにより、 同一機関に異表記が 存在するため 統一機関 名と ファイ 

ル中の異表記形の 対応テーブルを 作成し機関名の 統一を図った。 分析は統一化さ 

れた機関 名 毎の出現頻度、 対応テーブル 中に付加された 機関種別コード ( 「企業」 

「大学・教育機関等」 「国公立研究機関機関」 「その他」 ) の区別によって 行っ 

た 。 1 5 0 社の中で、 共著機関を持たない 企業は 0 であ った。 1 5 0 社全体の機 

関 種別毎の内訳、 業種毎の内訳は ( 図 3 ) の通りであ った。 業種による産       

官の協力関係の 度合いの違いと 見 

る 事が出来る。 また各企業毎に 見 図 3 共著 

た 場合も共著機関を 持つ記事の割 

合 、 共著機関の種別の 割合につい 

て 特徴が見られた ( 図 4 ) 。 

この手法では 逆に共著機関の 側か 

ら 対象 1 5 0 企業を指す索引を 作 

成することによって、 その機関が 

いくつの日本の 主要企業と関連 ( 

ネ、 ッ トワーク ) を持つかを知るこ 

とも出来る ( 表 3 ） 

                  100 

  

曄 企業 鰯 大学等Ⅰ国公立研究 桟 ぬロその他 
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表 3 

図 4 共著記事の割合 上位企業・下位企業 

0 20 40 60 80 100 
拷 

共著機関の上位機関とその 出現率 

大学上位 工 0 国 仝 立 研究機関上位 " 。 

6 . 研究者についての 分析 

対象レコードから 該当企業所属の 著者名だけを 抽出し出現頻度により 企業 短め 

著者名 T o p l 0 を選ぶことにより、 その企業の研究のキーパーソンへの 接近を 

試みた。 しかしながら 英文文献の場合 J I C S T ファイル中では 著者名は英文 表 

記 となっており、 「著者名」 を完全に「研究者」のレベルに 統一することは 不可 

能 であ ったため、 一応論文執筆上位著者名とその 企業の主要分野との で トリック 

ス 表示を行うこととした。 また ( その企業の著者名の 異なり数Ⅰその 企業の従業 

員数 x l 0 0 ) は企業の研究開発スタッフの 規模を表す指標の 一つとなる可能性 
はあ る。 
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7 . 評価と仝後の 課題 

仝同行った文献データベースを 用いた企業研究開発動向の 分析では、 以上の他 

に 論文の発表 先 ( 外国詰 か 国内議 か ) 、 発表論文件数の 経年変化などについても 
1 社毎にグラフ 化すると共に、 その論文の傾向についてののコメントを 加え、 企 

業 毎の研究開発の 概況を捉えようとした。 評価としては、 ( 1 ) 文献データベー 

ス からだけでも 企業毎の研究開発の 現況があ る程度把握できる、 ( 2 ) 毎年分析 

を 継続することによって、 企業毎の研究開発の 変化、 方向転換を把握できる、 

( 3 ) 企業を同業種、 同業界内で横並びに 見た時にその 企業の特徴が 明らかにな 

る、 を挙げる事ができる。 分析の基本方針として、 原則的に機械的自動処理が 可 

能 な分析方法であ り、 かつ分析対象記事数にかなり 開きのあ る全社に共通に 適用 

可能な分析方法とすることとした。 そのため、 J I C S T ファイル中の 出力項目 

の内 ( 例えばキーワードなど ) 機械的処理だけでは 求める分析結果が 得られない 

項目を分析対象からはずした。 しかしながら 企業毎の研究開発対象テーマを 文献 

データベースから 探ろうとした 場合、 今回行った分野からだけでは、 研究開発テ 

ーマに肉薄出来ないきらいもあ る。 今後の課題として 論文標題からのテーマの 機 

械的 抽出方法など 検討していく 必要があ ろう。 

また企業の研究開発成果の 評価基準として、 特許、 製品、 論文の 3 種があ ると 

言われており、 今回の分析対象とした 技術論文の分析だけでは、 研究成果、 また 

は研究動向を 知るのには充分でない。 特許と関連づけた 分析が行えれば 実効性の 

あ る分析となるはずであ る。 

共同研究機関の 分析においても、 共著機関の位置づけ 一関連企業なのか、 異業 

種 交流なのかなど 更に掘り下げた 分析が望まれる。 

以上、 仝 後 改良を加えつっ 年々分析を重ねて 行くことにより、 企業研究開発情報 
の姿がより鮮明に 提示できることを 期待したい。 
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